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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第68期
第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 31,442,207 38,088,864 92,146,627

経常利益 (千円) 1,711,268 3,514,217 6,687,810

四半期(当期)純利益 (千円) 977,883 2,116,291 3,691,033

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 174,692 2,040,302 2,846,767

純資産額 (千円) 33,419,664 37,489,261 36,090,678

総資産額 (千円) 56,607,579 59,450,654 70,116,924

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 27.44 59.39 103.58

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.0 63.1 51.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,742,313 △1,425,991 4,588,894

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △175,449 △152,201 △314,002

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △581,174 △651,576 △591,813

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,590,022 8,542,267 10,772,037

　

回次
第68期
第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 21.62 39.18

(注)  １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 ４　第68期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい

状況にあるなかで、引き続き景気の持ち直しが見られるもののそのテンポは緩やかになっており、今後

については、電力供給の制約や原子力災害の影響に加え、海外景気や円高、株価の変動などの懸念材料

が依然残っている状況です。

建設業界においては、民間住宅投資は、分譲マンション着工の伸びが著しく、大震災後の復興需要も

あり増加基調が見える一方、民間非住宅建設投資も、一部懸念材料はあるものの、緩やかな設備投資回

復が見込まれます。また、政府建設投資は、大震災対応の補正予算の追加もあり、今後も増加が予測され

ますが、受注競争は一段と激しさを増すことが予想され、業界全体の厳しい経営環境は依然続くものと

考えられます。

このような状況のなかで、当社グループは、３ヵ年の中期経営計画の最終年度を迎え、目標達成に向

けた諸施策を推進中であります。

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、依然極めて厳しい受注環境が続くなかで、前期繰

越高に伴う鉄道関係の土木工事、及び当期間における一時的な特殊要因として大震災復旧工事等の計

上があり、売上高は、前年同期比6,646百万円増加し、38,088百万円となりました。

このような厳しい経営環境の中で、当社は、不採算工事の排除、原価管理の強化、種々のコストダウン

などに全社をあげて粘り強く取り組み、売上総利益は、上記による売上高の増加に伴い前年同期比

1,424百万円増加し、5,644百万円となりました。また、貸倒引当金戻入額を販売費及び一般管理費に計

上した結果、営業利益は、前年同期比1,768百万円増加の3,285百万円、経常利益は、前年同期比1,802百

万円増加の3,514百万円、四半期純利益は、前年同期比1,138百万円増加の2,116百万円となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への

売上高を記載しております。

（土木事業）

受注高は29,585百万円（前年同期比8.7％減）、売上高は29,025百万円（前年同期比32.8％増）となり

ました。
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売上高のうち工事進行基準による計上額は11,478百万円であり、次期繰越高は26,514百万円となりま

した。

セグメント利益は2,584百万円となりました。

（建築事業）

受注高は10,355百万円（前年同期比7.5％増）、売上高は8,614百万円（前年同期比4.8％減）となりま

した。

売上高のうち工事進行基準による計上額は4,485百万円であり、次期繰越高は9,562百万円となりまし

た。

セグメント利益は606百万円となりました。

（その他）

売上高は448百万円で、その主なものは不動産賃貸収入であります。

セグメント利益は72百万円となりました。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年度末比2,229百万円減少し、8,542百万

円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

仕入債務の減少等により、営業活動によるキャッシュ・フローは1,425百万円の支出（前年同期は

2,742百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得等により、投資活動によるキャッシュ・フローは152百万円の支出（前年同期は

175百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

配当金の支払い等により、財務活動によるキャッシュ・フローは651百万円の支出（前年同期は581

百万円の支出）となりました。

　
  (3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した、事業上及び財務上の

対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
  (4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は８百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,00036,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であります。

計 36,100,00036,100,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 3,659 10.14

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,025 5.61

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 1,214 3.36

東鉄工業社員持株会 東京都新宿区信濃町34ＪＲ信濃町ビル４階 1,199 3.32

鉄建建設株式会社 東京都千代田区三崎町２丁目５番３号 1,100 3.05

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１丁目２－23 1,088 3.01

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 908 2.52

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５番５号 777 2.15

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 731 2.02

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 631 1.75

計 ― 13,332 36.93

(注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    2,025千株

　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社          908千株

　　 ２．株式会社みずほ銀行及びその共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社から、平成23年４月22日付で関東財

         務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成23年４月15日現在で以下の株式を所有して

         いる旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認がで

　　　　 きませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　     　なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

　 　 　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 1,214 3.36

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２－１ 1,045 2.89

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

 7/21



　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 
 (自己保有株式)
普通株式

468,000
 
(相互保有株式)
普通株式

1,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,452,000
35,452 ―

単元未満株式
普通株式

179,000
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 36,100,000― ―

総株主の議決権 ― 35,452 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式587株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34　Ｊ
Ｒ信濃町ビル４階

468,000― 468,000 1.30

(相互保有株式)
株式会社全溶

東京都練馬区東大泉２丁目
11－６

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 469,000― 469,000 1.30

　

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 10,772,037 8,542,267

受取手形・完成工事未収入金等 ※3
 38,222,789

※3
 29,252,461

未成工事支出金等 ※1
 3,848,654

※1
 5,193,933

繰延税金資産 1,370,022 993,140

その他 2,182,493 1,900,490

貸倒引当金 △414,454 △129,118

流動資産合計 55,981,542 45,753,176

固定資産

有形固定資産 6,426,407 6,188,615

無形固定資産 411,530 316,872

投資その他の資産

投資有価証券 6,809,368 6,692,000

その他 2,453,809 2,382,811

貸倒引当金 △1,965,734 △1,882,820

投資その他の資産合計 7,297,443 7,191,990

固定資産合計 14,135,381 13,697,478

資産合計 70,116,924 59,450,654
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 23,136,378 12,786,465

未払法人税等 1,611,771 976,671

未成工事受入金 1,126,709 1,079,112

完成工事補償引当金 96,500 93,120

賞与引当金 1,340,128 972,471

工事損失引当金 658,202 665,135

災害損失引当金 31,323 30,300

その他 4,180,750 3,640,592

流動負債合計 32,181,764 20,243,868

固定負債

繰延税金負債 75,879 80,868

退職給付引当金 549,633 473,220

その他 1,218,968 1,163,434

固定負債合計 1,844,481 1,717,523

負債合計 34,026,245 21,961,392

純資産の部

株主資本

資本金 2,810,000 2,810,000

資本剰余金 2,350,582 2,350,582

利益剰余金 30,620,832 32,095,750

自己株式 △152,403 △152,749

株主資本合計 35,629,011 37,103,583

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 461,667 385,678

その他の包括利益累計額合計 461,667 385,678

純資産合計 36,090,678 37,489,261

負債純資産合計 70,116,924 59,450,654
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高

完成工事高 30,898,973 37,639,974

付帯事業売上高 543,234 448,889

売上高合計 31,442,207 38,088,864

売上原価

完成工事原価 26,845,887 32,168,867

付帯事業売上原価 375,869 275,524

売上原価合計 27,221,757 32,444,392

売上総利益

完成工事総利益 4,053,085 5,471,107

付帯事業総利益 167,365 173,365

売上総利益合計 4,220,450 5,644,472

販売費及び一般管理費 ※1
 2,703,108

※1
 2,358,484

営業利益 1,517,342 3,285,987

営業外収益

受取利息 1,402 1,675

受取配当金 101,168 175,982

持分法による投資利益 32,978 －

社宅料 40,692 42,103

その他 19,138 13,221

営業外収益合計 195,379 232,984

営業外費用

支払利息 1,372 522

持分法による投資損失 － 1,680

その他 82 2,550

営業外費用合計 1,454 4,753

経常利益 1,711,268 3,514,217

特別利益

貸倒引当金戻入額 175,912 －

固定資産売却益 127 －

特別利益合計 176,039 －

特別損失

固定資産除却損 6,446 4,399

投資有価証券評価損 106,779 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 46,258 －

災害による損失 － 2,590

その他 36,842 －

特別損失合計 196,326 6,990

税金等調整前四半期純利益 1,690,981 3,507,227

法人税、住民税及び事業税 483,411 989,722

法人税等調整額 229,686 401,212

法人税等合計 713,098 1,390,935

少数株主損益調整前四半期純利益 977,883 2,116,291

四半期純利益 977,883 2,116,291
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 977,883 2,116,291

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △797,183 △75,035

持分法適用会社に対する持分相当額 △6,007 △953

その他の包括利益合計 △803,190 △75,989

四半期包括利益 174,692 2,040,302

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 174,692 2,040,302

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,690,981 3,507,227

減価償却費 501,528 453,598

貸倒引当金の増減額（△は減少） △174,497 △368,249

賞与引当金の増減額（△は減少） △172,650 △367,657

受取利息及び受取配当金 △102,570 △177,658

支払利息 1,372 522

売上債権の増減額（△は増加） 8,309,364 8,970,327

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △5,838,850 △1,345,279

仕入債務の増減額（△は減少） △6,265,253 △10,350,426

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,179,793 △47,596

その他 △503,560 △304,868

小計 △1,374,342 △30,060

利息及び配当金の受取額 105,798 180,604

利息の支払額 △1,554 △13

法人税等の支払額 △1,472,214 △1,576,522

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,742,313 △1,425,991

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,279,446 △524,159

有形固定資産の売却による収入 1,158,514 396,698

その他 △54,517 △24,740

投資活動によるキャッシュ・フロー △175,449 △152,201

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △8,883 △9,857

自己株式の取得による支出 △2,591 △345

自己株式の売却による収入 503 －

配当金の支払額 △570,201 △641,373

財務活動によるキャッシュ・フロー △581,174 △651,576

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,498,937 △2,229,770

現金及び現金同等物の期首残高 7,088,959 10,772,037

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,590,022

※1
 8,542,267
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）が平成23年３月

29日付で一部改正されたことに伴い、従来「特別利益」に含めて計上しておりました「貸倒引当金戻入額」は、第

１四半期連結累計期間から「販売費及び一般管理費」及び「営業外収益」に含めて計上しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

※１　未成工事支出金等の内訳

　 千円

未成工事支出金 3,199,915

未成業務支出金 108,804

商品及び製品 147,813

材料貯蔵品 392,120

計 3,848,654

 

※１　未成工事支出金等の内訳

　 千円

未成工事支出金 4,119,503

未成業務支出金 180,967

商品及び製品 142,398

材料貯蔵品 751,064

計 5,193,933

 
　 　

　２　偶発債務（保証債務）

連結会社以外の会社の金融機関からの借入等に対

し債務保証を行っております。

（銀行借入金保証） 千円

　㈲サン・イズミ 346,000

　従業員（住宅融資制度） 245,279

計 591,279

 

　２　偶発債務（保証債務）

連結会社以外の会社の金融機関からの借入等に対

し債務保証を行っております。

（銀行借入金保証） 千円

　㈲サン・イズミ 344,900

　従業員（住宅融資制度） 224,815

計 569,715

 
※３ 債権流動化による売掛債権

譲渡高
14,001,435千円

　

※３　　　　　　――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

　 千円

従業員給料手当 1,102,351

賞与引当金繰入額 213,912

退職給付費用 72,933

　 　

 

※１　このうち主要な費目及び金額は、次のとおりであり

ます。

　 千円

従業員給料手当 1,015,508

賞与引当金繰入額 315,852

退職給付費用 86,647

貸倒引当金戻入額 △287,742

 

　２　当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業にお

いて、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連

結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく

多くなるといった季節的変動があります。

 

　２　同　左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 3,590,022千円

現金及び現金同等物 3,590,022

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 8,542,267千円

現金及び現金同等物 8,542,267
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(株主資本等関係)

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 570,201 16平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 641,373 18平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

17/21



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）　 土木事業 建築事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 21,848,4589,050,51530,898,973543,23431,442,207－ 31,442,207

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ 28,13328,133293,960322,094△322,094 －

計 21,848,4589,078,64930,927,107837,19531,764,302△322,09431,442,207

セグメント利益 1,245,339219,6511,464,99046,5261,511,5175,825 1,517,342

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び環境事業等を含

んでおります。

２　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３）　 土木事業 建築事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 29,025,5078,614,46737,639,974448,88938,088,864－ 38,088,864

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ 13,38613,386285,910299,297△299,297 －

計 29,025,5078,627,85437,653,361734,80038,388,161△299,29738,088,864

セグメント利益 2,584,900606,9253,191,82572,1343,263,96022,027 3,285,987

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業及び環境事業等を含

んでおります。

２　セグメント利益の調整額22,027千円は、セグメント間取引消去3,320千円及び固定資産の未実現損益の調整額

18,707千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益 27円44銭 59円39銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益(千円) 977,883 2,116,291

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 977,883 2,116,291

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,636 35,631

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月９日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    高　村　　　　守　　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    阿　部　　與　直　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄
工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成23年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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